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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、寡占市場における環境配慮財の開発やcleaner productionへの投資
に対して望ましい投資形態を研究し、さらに企業の社会的責任(CSR)が厚生与える効果も考察した。その結果、
以下のことを明らかにした。(1)生産カルテルが環境投資の促進する効果をもつ。(2)cleaner productionへの投
資にあたっては協調行動を認めるべきではない。(3)時間整合的な排出税が課される規制環境下では、利潤最大
化行動から離れる環境CSR投資が企業利潤を高めうること、そして社会的にもより望ましい。

研究成果の概要（英文）：This study investigates the oligopolistic firms' environmental investment 
for environmentally-friendly products and cleaner production technology, and also did the effect of 
environmental CSR activity. Consequently, we have (1) production cartel can facilitates 
environmental investment level; (2) Coordination behavior for cleaner production should not be 
allowed; (3) Environmental CSR investment under time-consistent emissions tax can lead greater 
monopolist's profit and larger social welfare than that under profit-maximization.

研究分野： 環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
日本のように資源に乏しい一方で環境効

率が高い国は戦略的に新しい環境低負荷技

術を開発して高質で環境親和型の社会へと

移行するための先導的役割も期待されてい

る。そうした状況で，近年では先進各国のプ

ロ・パテント政策の影響を受けて企業や政府

がかつてないほど知的財産権を重要視し，ま

た戦略的にそれを活用するような議論が活

発化している。そうした技術開発に関する議

論はこれまでにもなされてきたが，環境 R&D

については，新産業の創出の点からも重要で

あるにもかかわらず十分ではなかった。具体

的に言うと競争政策の運用ルールが環境

R&D に与えるインセンティブについての研

究知見の集積が非常に薄い。 

他方で，グリーン・コンシューマーと呼ば

れる環境配慮財を選好する消費者が増加す

るにつれて産業界も彼らの存在を意識しつ

つ環境 R&D を行っている。また，環境 R&D

は多額の資金や人的資源を要することから

他社との共同研究開発を検討する企業も多

い。ところが，環境共同研究開発と財市場と

の関係は密接不可分であるため，企業の価格

支配力を不当に強める可能性のほか，消費者

の利益を減少させる可能性もある。そのため，

適切な競争政策の実施が不可欠であるが，我

が国の競争政策の基幹的法律である独占禁

止法およびその『独占禁止法ガイドライン』

では，環境 R&D を想定した内容は十分でな

く，具体性のある記述はまったく見られない。 

 

２．研究の目的 

現在，環境低負荷社会へ移行する必要性が

叫ばれている。また，日本政府の第 4 期「科

学技術基本計画」においても「グリーン・イ

ノベーション」は重点項目に位置付けられて

いる。中でも環境配慮財や環境配慮設計の

R&D を強力に推進して国際的な技術的優位

性を高めることの必要性は高い。しかし，公

正取引員会の策定する「独占禁止法のガイド

ライン」では，環境 R&D に関する運用ルー

ルは現在でもほとんど未整備の状態が続い

ている。その大きな背景として，これまで環

境 R&D を競争政策の観点から分析した研究

が十分でなかったことに加え，経済学者と法

学者・理工系研究者との連携や交流が希薄で

あったことがあげられる。本研究では，環境

R&D を促進させる競争政策の在り方に焦点

を当てつつ，これまで希薄だった領域に研究

成果の蓄積を行いたい。 

 

３．研究の方法 

本研究では寡占市場でのゲーム的状況下

を想定した R&D モデルで定評のある文献を

丁寧にサーベイし，さらにはヒアリング調査

等を通じて現実の環境配慮財のための R&D

特性を把握し，垂直的 R&D・水平的 R&D の

標準的モデルを構築する。そして競争形態の

別，行政当局の政策変数のコミットメント能

力の有無による環境 R&D インセンティブの

強弱を明確化する。また，グリーン・コンシ

ューマーの存在が環境配慮財の研究開発に

与える影響も考察する。研究成果の公刊前に

は Working Paper を Social Science Research 

Network (SSRN)等の website を通じて国際的

に発信し，意見交換・討論を促進させ完成度

を高めると共に個人的な研究ネットワーク

の強化も図る。研究成果は国際的ジャーナル

に投稿し社会的評価を高めるように努める。 

 

４．研究成果 

各年度に得られた主要な結果は、以下のとお

りである。 

(1)平成２５年度は、クールノー複占市場に

おける環境配慮財の研究開発に際して、既存

研究の成果を反映させて、[1]研究開発段階と

生産段階の両方で非協力行動をとる場合、[2]

研究開発段階では非協力投資を行い、生産段

階では協調行動をとる場合、[3]研究開発段階



と生産段階の両方で協力行動をとる場合、の

３つのシナリオの厚生比較を行った。その結

果得られた主要な結果は次のとおりである。

企業にとってはシナリオ[3]が望ましいが、財

の製品差別化が極めて小さく、かつ技術のス

ピルオーバー効果が十分大きいときに限り

シナリオ[2]が社会的に望ましい。しかし、そ

れらの条件がひとつでも成り立たない場合

ではシナリオ[3]が社会的に望ましい。さらに、

３つのシナリオの下での消費者余剰の比較

も行っている。 

 また、環境 R&D の関連理論として、クー

ルノー複占市場で政府が排出税をコミット

するときの投資形態が消費者余剰に与える

効果を明らかにしている。さらに、近年拡大

する生産工程の国際分業化の分析フレーム

ワークの中に環境投資モデルを組み込んで、

越境汚染や国際分業が経済変数に与える効

果を考察している。こうした分析は環境配慮

財や環境配慮設計の分析を多様な文脈の中

で考察するための基礎研究でもある。 

(2)平成２６年度は、まず、製品差別化と投

資のスピルオーバー効果が存在する複占市

場における、プロダクトイノベーションに関

する分析を行った。具体的には、[1]R&D と

生産の両段階で非協力行動をとる場合、[2]

共同研究開発の下での非協力投資を行い、生

産でも非協力行動をとる場合、[3]R&D では

協力投資を行い、生産段階では非協力行動を

とる場合、[4]共同研究開発の下でのカルテル

投資を行い、生産では非協力行動をとる場合、

[5]R&D での非協力投資と生産段階でのカル

テル生産を行う場合、[6]共同研究開発の下で

の非協力投資を行い、生産ではカルテルを行

う場合、[7]R&D と生産の両段階の両方でカ

ルテル行動を行う場合、[8]共同研究開発の下

でのカルテル投資を行い、生産でもカルテル

を行う場合、の 8 つのシナリオの下で比較を

行った。 

 主要な結果は次のとおりである。企業にと

ってはシナリオ[8]が望ましいが、社会的には

シナリオ[4]が望ましい。消費者余剰最大化の

観点からは、製品差別化の程度が低い時には

シナリオ[5]が望ましく、そうでない時にはシ

ナリオ[4]が望ましい傾向がわかった。 

 また、cleaner production technology に関

する環境 R&D の知見として、次の主要な結

果を得た。製品差別化のある複占市場で政府

が排出税率をコミットできるとき、製品差別

化の程度にかかわらず企業間での投資コー

ディネーションは社会的に認めるべきでは

ない。これらの分析結果は、環境配慮財の分

析を多様な文脈の中で考察するために必須

のものである。 

(3)平成 27 年度とそれ以降の延長期間にお

いては、前年度までに遂行していたプロダク

ト・イノベーションに関する成果の精緻化を

進めた。その結果として、寡占市場において

研究開発競争と生産物競争が連動した状況

において財市場での生産コーディネーショ

ンは社会的に厚生を上昇させうる手段とし

て活用しうることのメカニズムを解明した。

この研究知見は競争政策の立案・実行にあた

って重要な理論的示唆をもたらすものであ

る。さらに、学会発表を行い成果の拡充を図

るとともに、既存のプロセス・イノベーショ

ン研究の理論研究の成果との異同について

も分析を行い、国際的なジャーナルへの投稿

準備を進めた。さらに、環境 R&D でのコー

ディネーション行為の社会的是非に関する

研究成果についても、ジャーナルへの投稿プ

ロセスの中で精緻化を進めた。 

また、延長期間においては、これまでの研

究成果を踏まえて、企業の環境分野での社会

的責任行動（以下、環境 CSR 活動）を組み

込んだ新しいモデルの構築を行い、企業行動

の解析と環境規制の在り方を検討した。具体

的には、政府が環境税を課す際のコミットメ

ント能力がない場合に、独占企業が環境投資

と生産の２段階において環境 CSR 活動を行



う私的インセンティブが十分にあることを

明らかにした。さらに、利潤最大化行動では

なく環境 CSR 活動を行うことで、結果とし

ての利潤がさらに高まる可能性を明らかに

した。これらの結果は、学会発表を行い成果

の拡充を図るとともに、既存のイノベーショ

ン研究の理論的成果との異同についても分

析を行い、国際的に評価されるジャーナルへ

の投稿準備を進めた。尚、一連の投稿実績の

中で、修正要求のあったジャーナルには改訂

作業を行ったうえで現在再投稿中である。 
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